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はじめに
「まちづくり」が必要とされるようになり，さまざまな場所で計画され，
実行に移されていることは衆知のことである。「まちづくり」と考えられて
いるものにはさまざまな種類や範囲があり，「まちづくり」が必要とされる
ようになった理由も，それに対応してさまざまである。ただ商業・流通研究
の立場からは「まちづくり」が必要とされた理由が商店街の衰退にあり，「ま
ちづくり」は商店街振興を中心に語られている。
かつて商店街を守ることは中小小売商を守ることであった。むしろ中小小
売商保護が商店街保護や商店街振興を叫ぶ形で現れていたといえる。ただ
1980年代半ばまで日本の小売商店数は増加していた。中小小売商の苦境が語
られていたにもかかわらず，長期にわたって商店数は増加し続けていた。そ
の原因と考えられたものの1つに大店法がある。大店法は大型店の新規出店
を規制し，一定の範囲で中小小売商が存続する余地を提供していたと考えら
れていた1。
しかし大店法が存続していた80年代半ばに，すでに小売商店数は減少に転
じていた。大店法の目的の一つには「中小小売業者の事業機会の確保」（実
際には中小小売商の保護）があげられていたのだが，その目的は大店法では
果たせないということが分かってきた。80年代の末から90年代初めにかけて
大店法の運用適正化（実質上の規制緩和）や改正が行われたが，それは日本
全体の規制緩和路線に沿ったものであった。しかし国の政策方針だけでなく，
大店法自体では中小小売商の保護はおぼつかないという点からも，改正の必
1 代表的なものとして田村正紀『大型店問題』千倉書房，1981年，田村『日本型流通シス
テム』千倉書房，1986年などがあげられる。田村は中小小売商が存続することをネガティ
ブにとらえ大型店規制を批判していた。
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要性は感じられていたといってよいだろう。
そして大店法改正やその後の大店法廃止の流れの中で，空間的視点が浮上
してきたのである。大店法の帰結から得た反省の一つは，これまでの流通政
策が「都市問題」を考えてこなかったということであり，ゾーニング規制の
ような空間的視点を含んだ土地利用規制と合わせて，商店街は考えなくては
ならないということであったろう。この問題意識から「まちづくり3法」が
つくられた。中小小売商の保護のための大型店立地規制が行えない状況下で
住環境との関連で大型店立地規制を行う「大店立地法」，中心市街地（商店
街）の振興を目的とした「中心市街地活性化法」とゾーニングにより都市の
土地利用規制をかけることで大型店の立地に一定の制限をかける「都市計画
法」が「まちづくり3法」である。ここで商店街問題は都市計画や「まちづ
くり」の中で語られるものとなったのである。
だが「まちづくり」が叫ばれる次元はさまざまである。両極には商店街を
「まち」と考え，商店街振興を「まちづくり」とするものもあれば，自治体
の振興を目的とした「まちづくり」もある。後者の場合は自治体の行政区が
そのまま「まち」ということになる。このようないくつかの次元の「まちづ
くり」が存在する状況の下で，商業・流通研究はどのように商店街を理論的
に取り扱っていくのかはあまり考えられてこなかったと思われる。しかしこ
の点を明確にしておかねば，商業・流通研究は商店街の実情について語り，
あとは経済地理学や都市論などの他の分野の業績を拝借するという立場に置
かれることになると考えられる。つまり商業・流通研究として「まちづくり」
に対して，とりあえて発言することはなく，あとは他の研究が必要とされる
ということになる2。
そのような事態は「まちづくり」と商店街の関係が不明確であるからでも
あろうし，商業・流通研究をどの方向に拡張することで「まちづくり」と接
点をもつことができるのかという方向性が定まっていないということでもあ
る。だがこうした中でも，「まちづくり」に結びついた商業・流通研究を指
2 もちろん特定の商業・流通研究者が他の学問領域の研究を「まちづくり」に利用するこ
とは何ら問題はない。ここで言っているのはそれが商業・流通研究ではないということで
ある。
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向する研究がいくつか現れている。本稿はこうした業績検討することで，商
業・流通研究がどのように「商店街」を取り扱っているのを振り返り，「ま
ちづくり」と商業・流通研究の関係について考えることにする。
Ⅰ 中小小売商の保護
前述したように大店法が未だ存続していた1980年代半ばにすでに小売商店
数は減少を始めていた。そしてその後に大店法が運用適正化，改正による規
制緩和，廃止と段階的に変更され，「まちづくり3法」が制定された。この
段階的な規制緩和の間には大店法の廃止に反対する，あるいは規制の強化を
主張する見解が見られた。こうした考えは中小小売商店数の減少が大型店と
の競争によって引き起こされている点を強く意識したものといえる。
しかし大店法が存続しており，しかも規制緩和が叫ばれる以前にすでに中
小小売商店数は減少し始めていた。実際にその原因が大型店の出店にあると
いうことも，ある程度は当たっているとしても3，規制があれば中小小売商
の経営が安泰であるとはすでにいえない状態にあったと思われる。大店法に
よる規制が撤廃されれば，中小小売商はより苦しい状態に置かれるともいえ
るが，かといって規制があれば何とかなるということもなかった。また実際
には「まちづくり3法」が制定され，まったく大型店に対する立地規制がな
くなったわけではなかったが，やはり中小小売商店数は減少していった。
3 この点の評価はむつかしい。大店法が施行されて後，出店自粛通達が出されるまで大型
店の届出件数は増加基調にあったといってよい。しかしそのことが大店法に大型店出店抑
止効果はなかったと証明するものでもないだろう。もし大店法がなければ，もっと多くの
大型店が出店されたかもしれないからである。出家健治氏は大店法がもつ出店規制の効果
について「『運用』は充分でなかったにもかかわらず，相対的に規制効果がみられたこと，
それにもかかわらず1980年代から零細小売業を軸に商店数の減少がみられたことなど，こ
れらについてまだつめなければならない議論は多い」と評している（出家『零細小売業研
究』ミネルヴァ書房，2002年，85頁）。もっとも相対的に規制効果があったかどうかは出
店届出数ではなく，実際に開店した数と，売場面積などの状況から考える方が適切である
と考えるし，また「運用」が法で定められた通りに行われなかったことが，むしろ中小小
売商に対する保護効果を生んだとも思える。
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中小小売商を保護するべきものと考え，規制の強化を主張する考えは，こ
の時期に初めて現れたというわけではない。こうした考え方を出家健治氏は
「零細商業擁護論」と呼び，中小小売商を保護すべきものとするその考え方
は中小小売商を（出家氏の言葉では零細小売商を）弱者として捉え，また資
本ではないと捉える点が共通していると述べている4。また出家氏は「零細
小売商擁護論」の主な潮流として「毛細血管論」と「地域主義」をあげてい
る5。「毛細血管論」とは「国民生活に日々商品とサービスを供給するこれら
の中小および零細小売商は，国民経済の毛細血管的役割を果たしており，こ
れら商店の安定的営業による安全な商品供給が保障されることこそ，国民生
活にとって重要な課題」と考えるものである6。
出家氏はこの「毛細血管論」に対して次のように批判している。この「毛
細血管論」の「欠陥は『存在意義』のみを強調し，その存在意義が『社会的
役割』を果たしていないという現実，その事実を見ようとしないところにあ
る」7。つまり「毛細血管論」では中小小売商は「国民経済の毛細血管的役
割を果たして」いると考えるのに対して，出家氏は「果たしていない」と考
える。もし中小小売商が毛細血管的役割を果たしているなら，消費者は中小
小売商を利用したであろうし，そうなれば中小小売商は現在のような状態に
なっていないからということが，その根拠である。
また「毛細血管論」は中小小売商と同様の商品とサービスの供給が，大規
模小売商には不可能であるという前提をもっている。数が多く，消費者に接
近して存在し，対面販売を行うのが中小小売商であり，一方で大規模小売商
は郊外に立地し，消費者の住居からは地理的に離れていることが多く，セル
フサービスである。こうした相違の中でもっとも重視されてきたのは，おそ
らく対面販売であったと考える。消費者に近接していること自体は安定供給
4 出家，同上書，第1章，第2章
5 同上書，56－58頁
6 西村多嘉子「第1章 消費生活を支える小売業」保田芳昭・加藤義忠編『現代流通論入
門（新版）』1994年，24頁
7 出家「まちづくりと商店街活性化問題：環境の時代を迎えて」宇野史郎，吉村純一，大
野哲明編著『地域再生の流通研究』中央経済社，2008年，66頁
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の条件とはならないと思われるからである。だがその対面販売は必ずしも消
費者の望んだものであるとは限らない。大規模小売商の方が買物をしやすい
ことも考えられる。大規模小売商の競争力は低価格だけではないのである8。
もっとも消費者への近接性についても近年では重要視されているように思
われる。たとえば坂本秀夫氏は中小小売業者が企業的経営を行っておらず，
家族労働主体の生業的経営を行っていることが，効率性を意識しない点でむ
しろ有利な側面をもっているとしている。中小小売業者は「生業的経営であ
るがゆえに，企業的経営の場合とは異なる意味でのサービスを消費者に提供
することが可能である。業者自身も地域の住民であり，近隣ほぼ500ⅿ以内
の馴染みの客を相手にし，対人サービスを重視する営業は，消費者にとって
も重要な意味をもっている。とりわけ高齢者や身体障害者などの社会的弱者
にとっては，近所に小売店がある，必要なときには配達もしてくれるという
サービスは重要である」からである9。ここでは対面販売が重要なのか，あ
るいは近接性が重要なのか，それとも両者は一体なのかは不明確であるが，
一応は近接性も重視されていると考えてよいであろう。
しかし近接性によって生み出されると考えられている配達は，中小小売商
のみが行えるサービスではない。現在ではスーパーやコンビニエンス・スト
アもこうしたサービスを行っている。また近接性に至っては，コンビニエン
ス・ストアでも果たしている10。
つまり「毛細血管論」は小規模性と対面販売の関係，近接性との関係が必
ずしも明確にされているとは言い難く，現在の中小小売商の状態が全部，必
然的にワンセットになっていると考えられているのである。そのため近接性
8 大量販売のためにセルフサービスが導入されたが，それは省力化を目指したものではな
かったとも指摘されている（徳永豊『アメリカの流通業の歴史に学ぶ（第2版），1990年，
中央経済社，60頁』。このことはセルフサービスの方が買物がしやすかったことを意味す
ると思われる。
9 坂本秀夫『現代流通の解読（三訂版）』同友館，2008年，106～107頁
10 たとえばセブン－イレブンは500円以上の食事宅配を無料にするサービスを開始してい
る。『日経MJ』2012年5月4日。もっともコンビニエンス・ストアは中小小売商と把握
することも可能である。しかし毛細血管論で語られるのはこうした業態と考えられる店舗
ではなく，念頭に置かれているのは一般小売店であり，いわゆる業種店であるといえよう。
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はあるが対面販売ではない，あるいは対面販売ではあるが近接性はないと
いった店舗が果たす機能と区別することが難しくなっていると思われる。近
接性が重要な理由と，対面販売が重要な理由は異なる場合が考えられるので
ある。
そして対面販売によるコミュニケーションと近接性は，それが中小小売商
のみの社会性とどのように関連するのかが不明確なまま，「地域主義」の論
理へ流れ込んでいく。出家氏によると，「かつて中小零細小売商が経済的な
弱者として，単にその弱者としての救済という立場から『生存権』や『営業
権』を主張することによって擁護を主張していたが，反対の立場からそれが
自分たちの既得権益擁護を目的とする『エゴ』的な主張であるという批判に
さらされることによって，擁護の論理の中に商業の『社会性』を組み込む必
要に迫られた。そこから『地域主義』旗印の下，大手スーパーの進出に対し
て『地域の商業』を守るという視点に立って，中小零細小売商を守るという
論理が組み立てられた」11。
ここで中小小売業を守るために結果として商店街を守るという論理から，
商店街を守るためには中小小売商を守る必要があるという論理に転換したの
である。この段階で「まちづくり」という問題と中小小売商を守ることが結
びつくようになる。
しかしそれでも『地域主義』が地域の再生や活性化に結びつく考え方であ
るとしても，その中に『地域の商業』が含まれなければならない論理は，ア
プリオリには存在しないと思われる。それは守るべき『地域の商業』が何者
かがやはり明確にされておらず，なんのために，どのような形で守られなけ
ればならないのかが明らかではないからである。さらに『地域の商業』を守
るとしても，それが商店街の形で守られなければならないという論理が必要
となる。地域の商業がかつての商店街とイコールではないからである。
地域の商業として商店街の形が必要であるという論理には，いくつかの論
拠があるように思われるが，もっとも代表的な方向は商業の役割を物販に限
定せず，地域のコミュニケーションの担い手と考えるものがある。これは伝
11 出家『零細小売業研究』57頁
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統的な意味での商業論から離れた形で商業の機能を考えるというものである。
そしてもう一つこれと対照的に，商業論の論理を延長する形で商店街の機能
を説こうとする方向がある。現時点では商業論と「まちづくり」の中で商店
街を語ろうとする方向は，この2つの方向が代表的であると考えている。
Ⅱ コミュニティの創出
商店街の問題を「まちづくり」と関連させて論ずるもっとも代表的な方向
は，まちを構成する重要な要素の一つとして商店街をみなすものである。こ
の場合はまちの地理的な範囲は商店街より広く，商店街はその中の一部に
なっている。商店街より広い範囲のまちを活性化する，あるいは住民が住み
やすいようにするためのコミュニティ機能をもつものとして商店街を把握す
るのである。
たんに「地域主義」として地域の商業を守るということでは，「中小小売
商の利益を守るための地域『エゴ』的な主張に過ぎないといわれた。それは
地域における商業の役割が論理的に示されていなかったからである。地域に
おける商業を物販としての機能だけでなく，地域文化ひいては地域コミュニ
ケーション機能の問題としてうまく論理づけられていなかった」のである12。
この点から商業の役割を拡大して考えることで，「まちづくり」の中に商店
街を埋め込む方向に議論が進んできた。
「まちづくり」は住環境を整備し，住民にとって住みやすいまちをつくる
ことをうたっている場合がある。自治体の活性化を目指す方策を「まちづく
り」と呼ぶ場合でも，住民の生活環境の向上が求められていないわけではな
いので，住環境の整備は「まちづくり」の主要な目的と考えられるだろう。
この住環境の整備に商店街が役に立つと考えることで，「まちづくり」の中
に商店街を埋め込む方向がある。
岩田貴子氏は暮らしやすさを考えるには住んでいる都市のマクロ環境に関
する視点，つまり都市の開発という視点が必要であるが，「もう一つの視点
12 出家，前掲書，57頁
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は都市開発（あるいは再開発）といった大規模なしかけというよりは，商店
街や，住民などが中心となる生活に密着したものである」と述べている13。
商店街では「店主と顧客の何気ない日常の会話のやり取りから生まれる連帯
感と生活の喜びが人々になんともいえぬ活気と楽しさを与えている。人間同
士が触れ合うことよって会話がなされ情報が行きかう。商品を実際に目で見
て触ることによって購買行動に結びつく。そのような商活動が行われること
によってコミュニティが形成されていく」14。
こうした議論には住環境の整備にはコミュニティの形成が重要であること
が前提となっている。そして商店街がコミュニティの形成に役立つので，商
店街は必要であると考えるのである。商店街がコミュニティ形成に役立つ理
由は対面販売によって連帯感が生まれ，情報がやり取りされることに求めら
れる。もともと商店街においては「人間関係と消費の関係性は従前では非常
に深いものであった。よく知った近所の商店から買うということは，お互い
の生活を互いに尊重しあって成り立っていた。そこには価格を超えた信頼感
とつながりがあった」からである15。
しかしこうした見解にたいしては疑問がある。コミュニティがどのような
ものであるのかが明確にされていないと思われる点である。たとえば田中道
雄氏は村落コミュニティが自然発生的に生まれたものであるのに対して，地
域商業が関連するコミュニティを社会学の定義を引用しながら「流動し移動
している人々が一定地域に定住し，共住することを契機として，少しでも住
みよいまちづくりへとお互いが努力し，取り組んでいくなかで創られていく
地域的なまとまり」と考えている16。近年，「まちづくり」について論じたも
のの多くが，住民参加，さらに進んで市民主体のまちづくりが主張されてい
るといってよい17。この点からいえば，現実に市民主体のまちづくりがうま
13 岩田貴子『エリア・マーケティングアーキテクチャー』税務経理協会，2011年，83頁
14 同上
15 同上
16 田中道雄「地域商業とコミュニティ」石原武政・加藤司編著『地域商業の競争構造』中
央経済社，2009年，208頁
17 原田英生「まちづくりと商業論」加藤司編著『流通理論の透視力』千倉書房，2003年，197頁
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くいっているかは別にして，コミュニティの定義としては問題ないと思われ
る。
しかしそれが商店街とどのように関連するのかが，やはり不明確である。
商店街に買い物に来る消費者は近隣の住民，市民であり，だから消費者を巻
き込んだ「まちづくり」は住民参加の「まちづくり」であり市民主体である
という論理が背景にあると思われるが，多くの市民主体の「まちづくり」は
商店街を中心に考えられているわけではない。商店街と住民参加の「まちづ
くり」の関係が明らかにされなければならない。
仮に商圏がコミュニティの範囲であり，消費者は住民と同義であるとすれ
ば問題はないように思われるが，しかしこの場合は商店街中心の「まちづく
り」であり，商店街とその商圏の側からコミュニティの範囲を決定すること
は，住民主体の「まちづくり」と矛盾する方向のように思える。またこのよ
うな「まちづくり」は商店街活性化型の「まちづくり」とは異なり，より広
い範囲（例えば自治体全体）の活性化を問題とするものと考えている。コミュ
ニティの地理的な範囲も不明確なのである。
田中氏は商店街（地域商業）を「コミュニティにおける一機能として捉え，
コミュニティの生活充足のための購買代理機能を果たすことによって成立す
るものだとみなす」立場をとり18，「上位階層であるコミュニティによる地域
商業の包摂という枠組みで把握する」ので19，物販以外の機能にまで商店街
の機能を拡大して考える立場とは異なる。そのため田中氏が考えるコミュニ
ティは商圏にこだわるものではなく，「感覚的で地理的な一体感」によって
捉えられる20。商店街の振興を主張する見解の一つとして「商店街は町の顔」
であるとするものがあるが，もし商店街が「町の顔」として地理的な一体感
の受け皿となっているのならば，この場合は「まちづくり」と商店街の活性
化は問題なく結び付くであろう。しかし現実には多くの商店街は，そこで営
業している商店主の気持ちとは別に，決して「町の顔」とは自治体住民から
は考えられていないものが多いと思われる。さらに前節で述べたように，商
18 田中，前掲論文，209頁
19 同上
20 同上論文，211頁
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店街は毛細血管としての機能を果たしていない。つまり商店街がコミュニ
ティの生活充足のための購買代理機能を果たしていない，あるいは商店街だ
けが果しえる機能ではない。商店街を「まちづくり」と結びつけて論じなく
てはならなくなったのは，商店街が購買代理機能を十分に果たしていないか
らであり，だからこそ購買代理機能を果たす販売機関としてのみ中小小売商
を扱わない見解が生まれているのである。だからコミュニティを中心に据え
て，商店街が必然的に購買代理機能を果たすとする見解には難がある。そこ
で買物に来ない範囲の住民にまでコミュニティの地理的な範囲を広げると，
今度は地域商業が商店街である必要性を説かねばならなくなる。
このようにどのような範囲でコミュニティを捉えているのかは論者によっ
てもさまざまであるし，また特定の論者にあっても明確になってはいないの
ではないかと思われる。それはコミュニティがいかなるものであるかが明ら
かにされていないし，また対面販売や近接性がそのコミュニティとどのよう
に関連するのかが明確にされていないためであると考えている。
岩田氏はいくつかの活況を呈している商店街があることを紹介している。
しかしこの例には住民（消費者）のコミュニティによって支えられていると
考えられる例はない。商店間の一体化が新たな取り組みを生み出した例と考
えられる21。ここでも対面販売が生み出すものについては論じられてはいな
い。
商店街とコミュニティ形成について論ずる場合，多くは物販に関する部分
を市場原理・市場システムに関連した部分と考え，それ以外の部分は非市場
的な部分と捉える。つまり対面販売で行われているものを情報や人間性のや
り取りと考えると，この部分は非市場的な（つまり直接金銭のやり取りのな
い）部分と考えられる。大野哲明氏は市場と非市場領域の相互関係の中で流
通を把握する視点をもって「まちづくり」を論じている。非市場的な領域に
属する生活領域ではインフォーマルな組織が存在し，その組織が社会生活を
支えている。社会生活における人間関係の中に存在する信頼や互恵などの相
互扶助的関係をともなった社会的ネットワークは，生活のためには必要なも
21 岩田，前掲書，86～98頁
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のである。そしてそのネットワークには閉鎖的で強い紐帯のネットワークか
ら，開放的で弱い紐帯のネットワークまでさまざまな程度があると述べてい
る22。そして大野氏は住民・市民参加型のネットワークが重要である点を，「ま
ちづくり」における市民参加と重ねて理解し，「商業集積ないしその構成者
である個々の小売業者を，経済的効率性を追求する市場競争の主体としてで
はなく，公共的生活領域でさまざまな結節的機能を果たす，地域コミュニティ
における社会的主体として理解する」のである23。
この見解では対面販売は販売という市場領域の部分と同時に，対面でのコ
ミュニケーションがあることでネットワークが形成される。対面ではない販
売では市場領域だけなので，インフォーマルな非市場領域が生まれず，社会
生活が困難になる。したがって対面販売が生活のためには必要であり，それ
によって生み出されるネットワークも重要であるということになる。対面販
売によって生み出されていたものは，非市場型の取引であったと考えている
と思われる。
この考え方の特徴的なところは市場経済の中ではなくとも非市場的な領域
として，対面販売の効果を経済学の中に位置づける点にあると思われる。効
率性という基準ではないが，物を買うことに付随して他のものも取引されて
いると考えることができる視点である。それゆえに対面販売を行っている商
店街は，コミュニケーションをとるという点で社会的に必要なものであると
考えることができる。
しかしこの見解の問題は非市場型の取引は商品売買に付随したものに限ら
ないことである。実際に大野氏が先行研究の中で指摘されているものとして
あげているのは「PTA，自治会などの近隣・住民組織，合唱団や青年団体，
さらにはフィランソロピー組織といった，伝統的な地域コミュニティを基盤
とする自発的結社」であり24，そこには商店街を必要とするものはないといっ
てよい。つまり市民参加の「まちづくり」の主体としては，以上のような組
織が該当するとしても，その中に必然的に商店街を埋め込む論理がない。こ
22 大野哲明「市場経済とまちづくりの論理」，宇野・吉村・大野編，前掲書，31～35頁
23 同上論文，37～38頁
24 同上論文，33～34頁
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の視点では「まちづくり」を商業論・流通論として語ることはできないので
ある。
商業論や流通論では当然のことながら商店街を中心に「まちづくり」を考
える。商店街の振興だけではもはや無理があるので，消費者を近隣住民と読
み替えて，生活環境の問題も考慮に入れる。しかし「まちづくり」は商業論・
流通論の領域でのみ語られるものではなく，むしろ商業論や流通論はあって
もよいが不可欠なものではないという地域問題として語られている。そのな
かで上からの開発という「まちづくり」から市民参加の，市民主体の「まち
づくり」への転換の重要性が指摘されているのである。「まちづくり」主体
の議論としては非営利組織のネットワークは重要であるが，ここからは流通
論的視点は形成できないのである。
商店街がもつ機能を物販以外のものに拡大する方向性がもつ欠点は，その
機能が商店街によってのみ担われるものではないという点を不問に付してい
ることである。商店街が担うべき機能であるとしても，他の機関やネットワー
クが担うより商店街が担った方が効率的であるか効果的であるということが
論じられなければならないであろう。仮に商店街がある一定の歴史的時期に
コミュニティの創出に役立ったとしても25，現在もコミュニティの創出にもっ
とも役立つ機関であるとはいえない。また商店街が一つのコミュニティであ
ることは確かだが，それは消費者を巻き込んだコミュニティという意味では
ない。商店街という特定の地理的な範囲に住んでいる人間が地理的な紐帯で
結びついたコミュニティである。商店街にコミュニティがあるからといって，
それが対面販売を通じて，地理的範囲を超えて拡大すると考えるには論じな
ければならないことが多すぎると考える。
したがってコミュニティの創出などの物販以外の機能に，商店の役割を拡
大する方向は，商業論として「まちづくり」を論じるには困難であると思わ
25 商店街を地域社会に有益なものと考えるようになったのはむしろ近年のことで，商店街
が衰退しているので活性化する必要があると考えられてからのことであろう。戦前の商店
街保護は社会政策として行われており，消費者保護のためではなかった。むしろ協同組合
や公設市場の設置はむしろ消費者保護に立った小売商への対抗措置であったとする考えも
ある（新雅史『商店街はなぜ滅びるのか』光文社新書，58～64頁）。
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れる。
Ⅲ 商業論の拡張
伝統的な意味での商業論から離れた形で商業の機能を考える方向，つまり
商業がもっている機能を物販から切り離す方向で商業論を拡張する方向は，
現在のところ商店街を理論的に位置づけることができていないといえるだろ
う。これに対して商業論の論理を延長する形，商業論の枠内で新しい視点を
加える形で商店街を語る方向がある。
この方向性の中で代表的なものの一つが，商店街の管理を問題とする方向
である。石原氏は商業集積の組織形態を「所縁型組織」と「仲間型組織」に
類型化している。商店街は商業集積がそのメンバーを選ぶことができず，メ
ンバー間の異質性を前提にしなければならない「所縁型組織」であり，明確
な目的意識をもって存在しているのではない。一方でショッピングセンター
は「仲間型組織」であり，個別店舗間の相互依存を管理することができる組
織である26。
特定の商業集積の魅力が高いと集客力が高く，商圏が広がる。そうすると
より多くの店舗がその商業集積へ立地してきて，さらに品揃えが豊富になり
集積全体の魅力が増す。魅力が増せば，さらに集客力が高まり商圏が広がる。
そしてさらに商業集積が拡大する。こうした方向を加藤司氏は商店街の「拡
大均衡」モードと呼んだ。また逆に衰退し始めた商業集積では魅力が下がり，
集客が落ちる。するとますます商業集積からの脱落が増え，個別店舗の事業
意欲を低下させる。そのことが商業集積の魅力をさらに低下させるという「縮
小均衡」モードがある27。一旦，「縮小均衡」モードに入れば，それは競争に
よって助長されていく。商店街では他の店舗の行動に影響を与えることが困
難であるので，ショッピングセンターのようにディベロッパーが介入して問
26 所縁型組織と仲間型組織については石原，「中小小売商の組織化」『中小企業季報』第4
号，1986年，石原『商業組織の内部編成』千倉書房，2000年，第6章。
27 加藤司「『所縁型』商店街組織のマネジメント」加藤司編著『流通理論の透視力』千倉
書房，159～163頁。
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題を調整するような解決法は不可能である。そして現在では多くの商店街が
「縮小均衡」モードに入っている。
こうした見解の特徴は，商店街不振の原因を中小小売商対大規模小売商と
いう図式や，中心地対郊外という図式のみに求めてはいないという点にある。
商店街と同様に形態的には中小小売店の集合体であるショッピングセンター
は不振に陥っているわけではない。また都心部への買物客の減少は人口の郊
外化ほどは進んでいない事例がある28。このような事情を考慮すると，集積
内部にある問題に目を向ける必要がでてくるのである。
そして問題は商業集積内における各店舗の競争と相互依存に向かうのであ
る。商業集積は集積間での競争を演じている。この競争に着目すると中心地
対郊外という図式で商店街の衰退を把握することになる。しかし商業集積内
部でも当然のことながら個別の店舗間で競争は行われており，そちらの方が
商業集積としての魅力を高める作用をすると石原氏は考えている。石原氏は
商業「集積間競争は集積内競争にとって代わることはできないと考えている。
一般に，内部で相互に補完関係をもつ集団があり，それが他の集団と競争関
係にあれば，それぞれの集団の内部ではメンバーが最大限に能力を発揮し，
最善の補完関係を形成し，維持できるなどと考えることはできるのだろうか。
このことは，例えばスポーツ・チームにおいて，内部ポジション争いの重要
性が強調されるのを見れば明らかであろう」と述べている29。
そして集積間競争とは異質の集積内競争を通して，個別の商業集積全体で
の売買の集中が生み出される。個別の店舗ではなく集積全体で売買集中の原
理の発現を考えることで，商業論の枠内で，つまり売買の集中が現れる単位
を個別の商業資本から商業集積へと広げることで商業論の枠を広げて，商店
街を商業論の中に位置づけようとするのである。これは先に述べた物販以外
の機能を商店がもつとする見解とは明らかに異なった方向である。
商業集積内の競争と相互依存，それと集積全体での売買の集中の実現とい
う方向性は，商店街だけでなく大規模小売商にも適用できる論理に向かうこ
28 加藤「都市の発展と地域商業」石原・加藤編著『地域商業の競争構造』千倉書房，2009
年。ここでは大阪市の例があげられている。
29 石原，前掲書，173頁
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ともできると考える。一つの小売店である程度の売買の集中を実現できる業
態もあれば，商店街のように個別店舗が集まることによって売買の集中を実
現していると考えることができる形態もある。そしてそれらは競争の内容と
程度，相互依存の内容と程度が異なるのである。GMSのような店舗では売
場間の相互依存は管理可能であり，一方で売場間の競争は軽微であり，従業
員の昇給を巡る競争がある程度と考えてよいであろう。一方で商店街のよう
な組織は集積内の競争があり，それを通じて結果として売買の集中が生み出
されるという相互依存の関係がある。この場合は競争によって生み出される
結果なので，相互依存自体は管理できない。だから「拡大均衡」や「縮小均
衡」に入った場合，個別店舗のレベルでは対策がなく，集積全体の管理の問
題が浮上するのである。商店街の管理の問題は，たんに商店街だけを取り扱
うというものではなく，商業集積一般を取り扱う枠組みに広がる可能性をも
つと思われ，その一つの類型として商店街をとらえることができるようにす
るのである。
この方向は商業論の枠内に商店街を取り込む方向として興味深いものであ
る。しかしこの方向から生み出される「まちづくり」は，商店「街づくり」
であり，いわゆる商店街活性化ということになる。現在，多く語られている
より広い範囲の「まちづくり」ではない。広い「まちづくり」と商店街を結
びつけるには，「まちづくり」が考えられている地理的な範囲には必ず商業
集積が必要であることが明らかにされなくてはならない。そして次いでその
必要とされた商業集積は商店街でなくてはならないということが明らかにさ
れなければならない。この問題設定に有効なのは石原氏の小売業外部性に関
する議論である。
石原氏は，商業論は商業の本質に迫るため，商業のさまざまな側面を捨象
して考えてきたと述べている。運輸・保管・包装などの作業が排除されて考
えられてきた。その結果，商業は再販売のための購入をするものであること
が強調された30。石原氏もこの本質規定に対して異論をもつわけではないが，
この商業の本質をそのまま体現する商人は決して一般的ではないと考える。
30 商業の本質については森下二次也『現代商業経済論』有斐閣，1960年。
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この本質規定は「商品の物理的取扱いはすべて捨象され，いわば売買の指揮
をする意思決定の問題だけが浮かび上がってくることになる」が31，ほとん
どの商業は物理的に商品を取り扱い，そのために店舗を構えている。この店
舗をもつということを論理の中に据えることで，石原氏は商人の活動の現実
的広がりを見出そうとするのである。
店舗をもつことで，商人はそこに多種類の商品を陳列する。消費者はそれ
を見て，それまで買おうと思っていなかった商品を買う気になるかもしれな
い。これが店舗のもつ「需要創造機能」である。消費者が事前の購買品目を
完全に決定している場合だけ，消費が生まれるのではないのである。
また店舗が存在するために，消費者はいわゆるウインドー・ショッピング
を行うかもしれない。当初は購買意欲がなくとも，陳列された商品を見るこ
と，そしてその中から商品を選択することに「快楽性」が存在する。最寄品
の買物では義務感による買物が大部分を占めるとしても，買回り品ではこう
した「快楽性」は大きくなるであろう。そして店舗がもつ「需要創造機能」
が働き，消費者は来店以前には購買意欲をもたなかった商品を購入するかも
しれない。「要するに，物理的な空間をもつ店舗は，単に意思決定としての
売買を引きつけるだけでなく，消費者を物理的にその店舗に引きつける。無
店舗販売では考えることができなかった外部性がそこに現れる」32。ある店
舗が引き付ける消費者は，周辺の別の店舗にとっても引きつけられた消費者
なのであり，商業集積内部では個別店舗は互いに補完しあう。そして買物目
的以外の消費者を引きつけることが可能になるのである。
店舗はその内部に商品を取りそろえるが，店舗は単に品揃え物を陳列する
空間ではない。そこに商品が作り出した内部の秩序がある。それによって消
費者のより多くの需要が喚起されるのである33。つまり単に品物を置くだけ
31 石原『小売業の外部性とまちづくり』有斐閣，2006年，29頁
32 同上，33頁。石原氏は商業の本質規定に近いものとして，無店舗販売をあげている。無
店舗販売のカタログに「需要創造機能」がないとは思わないし，商品を探す「快楽性」も
そこにはあるだろう。だから「需要創造機能」や「快楽性」は店舗小売業だけのものでは
ない。しかし買物以外の「快楽」を無店舗販売は生み出せないと思われる。
33 同上，45～46頁
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ではなく，そこに工夫をすることによって，より多くの購買をもたらすので
ある。
これは店舗内部においてのみ生じることではない。店舗の外装もまた消費
者を引きつけるのに十分な役割を果たしている。取り扱っている商品によっ
て店構えが異なるのであり，それにふさわしい外装はより多くの消費者を引
き付けるであろう。つまり店舗をもつことによって，売買がより容易になり，
売買の集中が具体的な形を取って現れるのである。「その意味で，構造物あ
るいは建築物としての店舗は，内装や家具・調度品も含めて，売買の外部性
として理解することができる。これらを含めて，小売店舗はその内部に私的
な秩序をつくりだすのである」34。
石原氏はさらに構想物としての店舗は，単に内部秩序を構成するだけでは
なく，外部にある消費者に対して自己を主張すると述べる。そしてその主張
が最もよく現れるのが建物の正面部分であるファサードである。「ファサー
ドは店舗が外部と接触するもっとも重要な側面であり，それだけに店舗の姿
勢や考え方を象徴することになる。したがって，ファサードは店舗によって
個性的な表情を見せることになる。その意味で，ファサードは同じく構造物
でありながら，無機質な表情しかもたない側壁とはまったく異なった意味を
もつ」のである35。
さらに石原氏はこのファサードが連続すると全体として意味を持ち始める
と述べる。「商店街は商品に即してみれば『集積レベルの品揃え物』である
が，店舗の構造物として見たときはファサードの連続である。しかも，それ
は建物の外観のシルエットとしての連続ではなく，個性的で豊かな表情を
もった，私的な店舗空間への入り口の連続である。そして，そのファサード
の連続が再び構造物として私たちに語りかける。それが街並みである」36。
そしてその街並みに人々は引きつけられる。「街並みが売買集中の外部性と
しての店舗の，その外部性として形成される」のである37。つまり店舗をも
34 同上，46～47頁
35 同上，48頁
36 同上
37 同上，54頁
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つことによる需要創造が，商店街の形で店舗が連続することによりさらに大
きくなると考えてよいであろう。
ではなぜ人々は街並みに引きつけられるのかを石原氏は商店街がたんなる
通路とは異なる街路であることに求めている。街路は通行という道の本質的
な機能に特化した通路とは異なり，「建築物によって空間的意味を与えられ
た公共道路である」38。この街路はその空間に身をおくことの楽しさを人々
に感じさせ，また「店舗からは街路に向かって発信される商品陳列が，街路
を利用する人びとにさらに強力なアピールを行う」39。街路の魅力が増大す
れば，その街路に特別目的をもっていなかった通行人に購買を促すかもしれ
ない。あるいは特別な買物目的はなくとも，その街並みの雰囲気に浸ったり，
ウインドー・ショッピングを行うための人も集めるという集客施設としての
役割も果たす。つまりこのように小売店が中心となって形成される街路であ
る商店街は，小売店舗が街路にはりつき，購買目的をもっていなかった人も
含む多くの人びとを購買に向かわせることになると石原氏は主張するのであ
る40。
これに対して同じ商業集積でも郊外のショッピングセンターは異なる。同
じ商業集積であってもショッピングセンターではファサードが連続している
わけではない。外部に対して「目隠し壁」で覆われた巨大な構造物である
ショッピングセンターは，その内部に秩序を求めるために内部に向かっても，
また外部に対するファサードの一部でさえ，多くの壁面が使われる。内部で
は店舗が連続していてもファサードの連続性は失われ，街並みは形成されな
い。そのためショッピングセンターには買物目的の人しか訪れない。街並み
が多目的に人を引きつけ，その結果として多くの需要を創造することで売買
を容易ならしめていることと比べると，ショッピングセンターの需要創造効
果は限定的となる。したがって売買の集中を有効に発現するのは街並みが形
成できる商店街の方であるという論理となるのである41。
38 同上，59頁
39 同上，60頁
40 同上，60～62頁
41 同上，94～105頁
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石原氏の論理は部分業種店が集まって売買の集中が実現できるとするもの
であるが42，それに引き続き売買集中の具体的な現れとして商業集積は商店
街の形をとるというものであるといってよいであろう。もっともどの局面に
おいても商店街の必然性が貫徹するというものではない。街並みが人を引き
つけることが商店街がもつ売買の集中の優位性を構成する要素である以上，
それは買物目的以外の人間を吸引するような都市部以外には考えられない。
いわゆる最寄品の購買が中心となる近隣型商店街では通用しないと思われる。
Ⅳ 商店街と街並み
従来の商店街の苦境についての認識と，石原氏の考え方はその前提が大き
く異なる。従来の考え方では中小小売商対大規模小売商（GMSなどの大型
店），中心市街地（商店街）対郊外，対面販売対セルフサービスといった形
で対立の構図を説いてきた。中小小売商＝商店街＝対面販売が，セルフサー
ビスを使う郊外型大規模小売商に敗退してきたという認識である。この場合，
基本的には食料品を中心とする最寄品を取り扱っている商店街，つまり近隣
型の商店街が想定されていたと考えてよいであろう。大規模小売商が使うセ
ルフサービスと中小小売商の対面販売を対比するということは，主にセルフ
サービスの対象となっている商品が低価格であることで消費者を引きつけて
いることに対して対面販売の重要性を主張することになる。そしてセルフ
サービスの中心的商品は食料品である。
一方で石原氏の考え方は異なるといってよい。街並みに引きつけられた非
購買目的の人間が，商店街に並んだ商品を見て購買意欲をもち顧客となるの
だから，こちらはいわゆる買回り品を想定していると考えてよいであろう。
だから石原氏も加藤氏も郊外型店舗が商店街の競合相手であることは従来の
考え方と同様でも，競合相手はGMSではなくショッピングセンターなので
ある。そこにはセルフサービスによる低価格といった要素は含まれていない。
もっとも石原氏も近隣型商店街を「コミュニティ型小売業」と呼び，もと
42 石原『商業組織の内部編成』
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もと売買を通じてコミュニティを成立させ，地域社会の中に安定感をもたら
す重要な役割を担ってきたと述べている43。そしてその「コミュニティ型小
売業」はセルフサービス型小売業によって大きく変化させられ，商人を媒介
とした地域社会のつながりは薄れコミュニティ型小売業は大きく後退してき
たと指摘している。ただ人間の社会が「人と人のつながりを不要にするよう
になったのではない」44。だからセルフサービス型小売企業も一部に対面販
売を取り入れているのであり，「コミュニティ型小売業も新たな形を求めて
模索を続けるのかもしれない」45と述べている。この点では石原氏の認識と
従来のそれには差がないといえよう。
しかし買回品型商店街と最寄品型＝近隣型商店街は石原氏にあっては同じ
商業論の延長線上にはなく，最寄品型については「売買の集中」概念を中心
とした商業論を延長して必要性や必然性を説いてはいないのである。この点
に従来の見解と石原説のもっとも大きさ差異がある。
したがって街並みと商店街の関係を考える際には，広域型の商店街がその
前提になる。ただし独特の街並みの形成によって商店街の活性化を行ってい
る例がいくつかあるが，そのすべてが広域型というわけではない。必ずしも
広域型とはいえない例の一つに大分県豊後高田市の「昭和の町」がある。
豊後高田市は国東半島の北の付け根に位置し，かつては西国東郡の真玉町，
香々地町，大田村などから買物客を吸引していた。豊後高田市をはじめ，そ
れらの町村には国鉄の駅がなく，他の地域に移動するためには豊後高田市に
あるバスターミナルまでバスで移動し，そこから軽便鉄道で隣接する国鉄宇
佐駅まで行くのが通常のルートであった。こうした事情で豊後高田市のバス
ターミナルに接続した商店街（駅通り商店街とそれに続く新町1丁目商店街，
新町2丁目商店街，中央通り商店街）は豊後高田市の農業地帯，周辺の町村
からの顧客を吸引してきた。近隣住民を対象とした最寄品と周辺地域の住民
を対象とした買回り品の両方が混在した商店街であったといえる。
周辺町村の主要産業は農林水産業であり，それは豊後高田市も同じである。
43 石原，前掲書，119～123頁。
44 同上，123頁
45 同上
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ただ上述した要因で周辺町村より小売業の比率は高かった。しかし農業従業
者の高齢化とそれに伴う就業者の減少により，豊後高田市と周辺町村の人口
は長期にわたって緩やかに，そして着実に減少してきた。1961年には約31000
人あった旧豊後高田市の人口が，すでに平成となった1990年には20086人と
なり，同じ年の真玉町の人口は4398人，香々地町の人口は4798人となってい
た。農業中心の産業構造であったため産業構造の転換による急激な人口減が
現れることはなかったが，農業人口の減少が着実に人口減をもたらした。こ
れによってかつての中心商店街も衰退し，多くの空き店舗がみられる状況に
なっていた。
現在の豊後高田市は，旧豊後高田市が2005年に真玉町，香々地町と合併し
誕生したものである。それによって2010年の人口は23906人となっているが，
旧豊後高田市にあたる地域の人口は17278人と減少を続けている。
こうした状況を背景に市は中心市街地の活性化を考え始めた。大規模な再
開発計画が浮かんだこともあったが資金的に不可能であったため，1997年の
『豊後高田市商店街・商業集積等活性化基本構想策定調査事業』で「レトロ
モダンの街づくり」というコンセプトが浮上したのである。もともとは商工
会議所設立40周年記念の一環で各商店の歴史を調べた際に，かなり古くから
商店経営を行っていた店舗があり，かつまたそれら商店に，かつてをしのぶ
物品がある程度残されていることがわかった。このことが「レトロモダンの
街づくり」という発想につながったという46。
そして2001年に「豊後高田昭和の町」がオープンした。商店の外観を昭和
風に改装し，「一店一宝等展示」事業として，それらの商店に保管されてい
たかつての商品などを通りを通行する人から見えるようにした。そしてバス
ターミナルの隣接地に「昭和ロマン蔵」という展示館を開設し，昔の自動車
などを展示するとともに「駄菓子屋の夢博物館」（2005年）や「昭和の絵本
美術館」（2007年）が開館した。「昭和の町」の準備段階から商工会議所が事
業を計画し，商工会議所の職員がリーダーシップをとる形で事業が進行して
きたが，2005年にさまざまな商工会議所の仕事の一部としてではなく，「昭
46 豊後高田市観光まちづくり㈱への聞き取り調査による。
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和の町」関連の仕事に特化した事業部をつくるために「豊後高田観光まちづ
くり㈱」が設立された。豊後高田市と豊後高田商工会議所，地元の金融機関，
地元の民間企業が株主であり，「昭和の町」の振興，「昭和ロマン蔵」の運営，
観光の振興を行う会社である。
しかし当初から順風満帆にことがすすんでいたわけではない。「昭和の町」
オープン当時は，7店舗しかこの事業に参加していなかった。それがマスコミ
に取り上げられて観光客が増加し始めてから，徐々に事業への参加店舗が増
加した。2003年には18店舗に増え，2011年には35店舗が事業に参加している。
観光客は事業開始から比較すると大きく伸び，2001年の25712人から2009
年には333489人となった（下図）。これにともなって「昭和の町」区域内に
新たに出店する店舗も現れてきた。そして2007年に中心市街地活性化基本計
画が内閣総理大臣の認定を受けた。また2009年には「昭和の町」が第31回サ
ントリー地域文化賞を受賞している。
観光まちづくり㈱という名称からわかるように，「昭和の町」は観光客を
呼び込むことで商店街を活性化しようとするものである。そしてその観光客
の呼び水の一つが古い風情のある「街並み」の形成である。まさにファサー
ドの形成が買物目的以外の人間を呼び集め，買物需要を生み出しているので
昭和の町 観光客の推移
出所：豊後高田市観光まちづくり株式会社資料
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ある。この場合，来街の目的が観光となる。
こういった事情であるため，従来の近隣からの買物客は増大してはいない
と思われる。「昭和の町」から約1㎞ほどのところに全国チェーンのセルフ
サービス型大型店があり，近隣住民やあるいは「昭和の町」の住民も最寄品
についてはこちらで買物をすることが多い。
「昭和の町」に新たに出店した店舗もあるが，最寄品の販売店ではなく，
多くが観光客を対象とした飲食店である。普通の買回り品の小売店も増加し
てはいない。豊後高田市の中心市街地活性化基本計画では，「昭和の町」を
活性化の基本に位置づけるとともに，近隣住民の買物のために「昭和の町」
から川を渡って続いている別の商店街の活性化を視野に入れている。こちら
で近隣住民のための商店街を形成する意向である。しかし現時点ではこうし
た地域密着型の商店街の再開発は未だに手つかずの状態である。
以上のようなことからわかることは，石原氏の指摘のようにファサードを
連続させることでつくられた「街並み」は確かに買物目的以外の人を呼び集
めていることである。周辺地区全体の人口が減少している豊後高田市のよう
な事例では，もともとの商圏内の需要が減少しているため，遠隔地からの観
光客がもたらす需要を作り出すことになったといえよう。また逆にこうした
商店街を観光地化する試みで，地域全体を活性化し，人口増や所得増をもた
らすことまで期待していると思われる。
現時点では未だ「昭和の町」を形成している商店街が活性化してきている
だけで，それ以外の商店街は衰退傾向にある。ただ「昭和の町」は確かにファ
サードの連続による「街並み」によって活性化してきているといえよう。し
かしこれは買い回り品を取り扱う商店街ではない。衣料品や日用雑貨が売れ
るようになったのではない。観光客が欲するものが，つまり土産物になる地
域の特産品や昭和を感じさせる玩具などが売られているのである。たしかに
それは需要の創造ではある。しかしそれは売買の集中を効果的に行ったこと
によるものとは考えられない。通常の社会的再生産の中で効率的に「販売そ
のものの偶然性」を除去していくことで商業資本は自立するが，観光客によっ
て買われるものが，通常の社会的再生産の中に入っているのかは疑問である。
したがってこうした商店街を観光地化することによって活性化する商店街は
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「まちづくり」の中に含まれるのだが，それは商業論の延長線上で説かれる
たぐいのものではないと考える47。
また上述したが地元の住民は日常の買物を「昭和の町」で行っていないこ
とが多いようである。セルフサービス型の大型店で買物がなされている。つ
まり「昭和の町」と大型店は直接的な競合関係にはないと考えてよい。その
点でも石原氏が考えた想定とは異なっている。
豊後高田「昭和の町」は特殊な事例ではある。かつては商店街が大型店に
よって影響を受けたが，それだけではなく地域の人口が減少していること，
地域全体が衰退していることが商店街を衰退させている。ここでは対面販売
対セルフサービス，中心市街地対郊外といった図式だけが商店街衰退の決定
的な要因となっていない。したがって商店街の振興は，ただの商店街のみの
振興ではなく，豊後高田市の振興計画の中にあるのである。そのため住民参
加型の「まちづくり」ではない。
高齢化が進行していることで，地域のコミュニティはかつての状態ではな
いと考えてよいであろう。しかし豊後高田「昭和の町」はコミュニティの基
点となることを期待されていはいない。観光客という不特定多数の人間に対
面販売を行っているのである。
ただこうした事例は商店街の再開発に限らなければ多いといえる。地域振
興を目的とする再開発は成功，失敗を問わず多数ある。地域ブランドを形成
しようとする動きも多い。豊後高田市の場合は地域振興の核となる産業が小
売業であったということである。地域ブランドは，域外に商品を販売して所
得を獲得することが目指されているといってよい48。豊後高田市は移出する
47 拙稿「商業研究と『まちづくり』」宇野・吉村・大野編，前掲書，43～62頁
48 地域ブランドとともに地産地消が語られることが多い。地産地消は域外に商品を販売し
て所得を獲得することを目指していはいない。その点で全ての地域ブランドが域外からの
所得の獲得を目指しているとはいえないかもしれない。しかし基本的には地域ブランド化
した商品は域外へ売るために，まず域内で消費するという考えがあり，もし域外に販売し
ないのならば，そもそもブランド化する意味はない。また地産地消は地域ブランドとは逆
に域外への所得の流出を妨げるために主張されているともいえる。たとえば下平尾勲「地
産地消の考え方と方向」下平尾勲，伊東維年，柳井雅也『地産地消―豊かで活力のある地
域経済への道標』日本評論社，2009年。
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産業が弱かったために，商店街を観光地化することで観光産業を移出産業に
育てようとしたのである。「まちづくり」を地域振興の中心に据えたところ
に豊後高田市の特殊性がある。
「まちづくり」が必要とされる自治体は必ずしも大都市部に限られてはい
ない。豊後高田市のようには中心には据えないまでも，衰退する地域全体を
振興する目的の中に「まちづくり」が含まれていることが多い。こうした「ま
ちづくり」は地域ブランドや地産地消と同様に，所得の獲得や所得の流出防
止を目的に考えられていえるといえよう。むしろ「まちづくり」が必要とさ
れているのは大都市部ではなく，こうした地域政策が必要とされている自治
体であるように思われる。
そう考えると商業論・流通論を延長することで説く商店街のための「まち
づくり」は，むしろ一般的な事例ではないとも言えよう。石原氏の見解は売
買の集中から商業集積の必要性を説く論理にはなっており，それが商店街の
形をとることで街並みを形成し，効果的に売買の集中を実現するというもの
である。むしろ石原説の優れた点は多くの「まちづくり」から商店街問題を
切り離したことにあったともいえる。
むすびにかえて
商店街の必要性を対面販売と消費者への近接性に求める議論は，前提とし
て郊外のセルフサービス型大型店を競争相手とみている。しかし郊外であれ
ばセルフサービスであるというものではなく，またショッピングセンターを
大型店とするかどうかは議論の余地はあろうが個々の店舗は決して大型店で
はないこともある。必ずしも対面販売は商店街の中の中小小売店にのみ存在
するものではないのである。また逆にコンビニエンス・ストアを中小小売店
とするかも議論の余地はあるだろうが，大手のフランチャイズ・チェーンで
も近接性は保持できるのである。したがってこの点では商店街の必要性を説
くことは難しいと思われる。
対面販売で商品以外の情報がやり取りされることで，コミュニティが形成
されるとする見解は，やはり商店街にのみ与えられたものではないことを否
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定できてはいない。人間社会にコミュニティは必要であることに異論はない
が，その中で売買を通じて行われるものが重要であるとはいえないであろう。
むしろ商店街に来る人間の地理的範囲でコミュニティを想定するには，あま
りに人間の数が多すぎるのではないかと考える。やはりコミュニティの形成
をもってしても商店街の必要性は解けないと思われる。
やはり石原氏や加藤氏が述べている方向性，流通論・商業論を延長する方
向で議論する以外に流通・商業研究者が商店街について語ることは難しいと
考える。しかしこれとても「まちづくり」という点では，多くを語ることは
できない。「まちづくり」は商店街振興という点で現れたかもしれないが，
それは目的ではなく，地域振興という目的を遂行する手段の一部となってい
る場合が多いからである。そしてむしろ石原氏が述べたファサードの連続に
よる街並み形成が売買の集中を効果的に生み出すのは，比較的「まちづくり」
が必要とされていない商店街である。一方で集客の減少が著しい近隣型の商
店街では「まちづくり」が必要とされているにもかかわらず，主に最寄品が
取り扱われるため，集客は街並みによってはもたらされない。
また70年代から80年代にかけて商店街はどのように位置づけられていたの
かについて，新雅史氏は「自民党に圧力をかける既得権益層と見なされた」
と評される状態になったことを商店街組織の成り立ちから説明している49。
新氏の状況認識が全面的に正しいかは疑問の余地はあろうが，少なくとも商
店街に多額の税金を投下してまで守るに値すると考えている消費者は多くは
いないだろう。消費者は単に価格が安いというだけでセルフサービスに向
かったのではないという指摘もある。対面販売の必要性を感じなかったので
ある。その中でコミュニティの欠落を問題視することは難しい。
速水健朗氏は多少異なった意味でコミュニティという用語を使って，
ショッピングモールにあるコミュニティ機能について語っている50。1960年
49 新雅史『商店街はなぜ滅びるのか』光文社新書，2012年。新氏は商店街を商業集積であ
ることだけでなく，組織として取り扱っている点で特徴的である。そのため商店街は人工
的につくられたものとしている。しかし売買の集中を具現化するという点では組織が組ま
れることではなく，商業集積が成立することこそが商店街として意味がある。
50 速水氏は1960年代から郊外型ショッピングモールが公共性を帯びて行ったと述べている。
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代にはアメリカですでにショッピングモールの画一性が批判されていたが，
その後もショッピングモールは公共空間として消費者を引き付け続けてきた
と述べられている。ここで述べられていることは脆弱なコミュニティであっ
ても郊外に住むことが好きな人びとが多数いたということである51。この意
味でもコミュニティの形成を中心に商店街を活性化することは難しいと思わ
れる。
現実に進行している「まちづくり」は多様である。多くの場合それは商店
街振興そのものを対象にしてはいない。また住民参加が叫ばれるのはコミュ
ニティの解体が問題視されるというより，自治体主導の開発が問題視されて
いることと関連があるといえるだろう。こう考えると流通・商業研究から「ま
ちづくり」に対して発言できることは少ない。
しかし流通論・商業論の研究者が商店街について何も語れなくなったわけ
ではないであろう。商店街が商業集積の一つの種類であり，地域商業の一つ
のかたちであると考えると，商業集積間の競争のダイナミズムなどの研究す
る題材は多いのである。
郊外のニュータウンに住む中流階級の脆弱な共同体のための公共空間として機能すること
を，コミュニティ機能と述べている（速水健朗『都市と消費とディズニーの夢―ショッピ
ングモーライゼーションの時代』角川ONEテーマ21，2012年，129～132頁）。
51 速水氏によると，60年代当時の知識階級（保守派）は郊外に住むことが好きな人びとを
理解できず，「すっかり公共空間としての機能を失い荒廃していたダウンタウンを，『文化
の砦』として『賛美しつづけていた』」のである（同上，132頁）。
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